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会社の新株予約権等に関する事項 
 

 

(1) 当社の取締役が保有する職務執行の対価として交付された新株予約権等の状況 

  （2021年３月31日現在）  

名 称 
ニチハ株式会社 

平成22年度新株予約権 

ニチハ株式会社 

平成23年度新株予約権 

新株予約権の発行決議 
2010年７月27日開催の 

取締役会決議 

2011年７月27日開催の 

取締役会決議 

新株予約権の数 25個 60個 

新株予約権の目的となる 

株式の種類および数 

当社普通株式 

2,500株 

当社普通株式 

6,000株 

新株予約権の払込金額 
新株予約権１個当たり 

54,400円 

新株予約権１個当たり 

81,000円 

新株予約権の行使期間 
2010年８月27日から 

2045年８月25日まで 

2011年８月26日から 

2046年８月24日まで 

新株予約権の権利行使価額 株式１株当たり１円 株式１株当たり１円 

保有する人数 当社取締役１名 当社取締役１名 

 

名 称 
ニチハ株式会社 

平成24年度新株予約権 

ニチハ株式会社 

平成25年度新株予約権 

新株予約権の発行決議 
2012年７月26日開催の 

取締役会決議 

2013年７月31日開催の 

取締役会決議 

新株予約権の数 80個 53個 

新株予約権の目的となる 

株式の種類および数 

当社普通株式 

8,000株 

当社普通株式 

5,300株 

新株予約権の払込金額 
新株予約権１個当たり 

81,200円 

新株予約権１個当たり 

122,300円 

新株予約権の行使期間 
2012年８月29日から 

2047年８月27日まで 

2013年８月29日から 

2048年８月27日まで 

新株予約権の権利行使価額 株式１株当たり１円 株式１株当たり１円 

保有する人数 当社取締役１名 当社取締役１名 

事業報告 
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名 称 
ニチハ株式会社 

平成26年度新株予約権 

ニチハ株式会社 

平成27年度新株予約権 

新株予約権の発行決議 
2014年７月31日開催の 

取締役会決議 

2015年７月31日開催の 

取締役会決議 

新株予約権の数 79個 78個 

新株予約権の目的となる 

株式の種類および数 

当社普通株式 

7,900株 

当社普通株式 

7,800株 

新株予約権の払込金額 
新株予約権１個当たり 

91,000円 

新株予約権１個当たり 

144,000円 

新株予約権の行使期間 
2014年８月28日から 

2049年８月26日まで 

2015年８月28日から 

2050年８月26日まで 

新株予約権の権利行使価額 株式１株当たり１円 株式１株当たり１円 

保有する人数 当社取締役１名 当社取締役３名 

 

名 称 
ニチハ株式会社 

平成28年度新株予約権 

ニチハ株式会社 

平成29年度新株予約権 

新株予約権の発行決議 
2016年７月28日開催の 

取締役会決議 

2017年７月28日開催の 

取締役会決議 

新株予約権の数 169個 73個 

新株予約権の目的となる 

株式の種類および数 

当社普通株式 

16,900株 

当社普通株式 

7,300株 

新株予約権の払込金額 
新株予約権１個当たり 

158,700円 

新株予約権１個当たり 

347,300円 

新株予約権の行使期間 
2016年８月26日から 

2051年８月24日まで 

2017年８月26日から 

2052年８月24日まで 

新株予約権の権利行使価額 株式１株当たり１円 株式１株当たり１円 

保有する人数 当社取締役６名 当社取締役６名 
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名 称 
ニチハ株式会社 

平成30年度新株予約権 

ニチハ株式会社 

2019年度新株予約権 

新株予約権の発行決議 
2018年７月31日開催の 

取締役会決議 

2019年７月30日開催の 

取締役会決議 

新株予約権の数 69個 114個 

新株予約権の目的となる 

株式の種類および数 

当社普通株式 

6,900株 

当社普通株式 

11,400株 

新株予約権の払込金額 
新株予約権１個当たり 

261,500円 

新株予約権１個当たり 

222,600円 

新株予約権の行使期間 
2018年８月30日から 

2053年８月28日まで 

2019年８月29日から 

2054年８月27日まで 

新株予約権の権利行使価額 株式１株当たり１円 株式１株当たり１円 

保有する人数 当社取締役６名 当社取締役７名 

 

名 称 
ニチハ株式会社 

2020年度新株予約権 

新株予約権の発行決議 
2020年７月31日開催の 

取締役会決議 

新株予約権の数 200個 

新株予約権の目的となる 

株式の種類および数 

当社普通株式 

20,000株 

新株予約権の払込金額 
新株予約権１個当たり 

210,400円 

新株予約権の行使期間 
2020年８月28日から 

2055年８月26日まで 

新株予約権の権利行使価額 株式１株当たり１円 

保有する人数 当社取締役８名 

 
 
（注）１．新株予約権の権利行使の条件に関しては、2021年５月７日開催の取締役会において、新株予約権者は、当

社の取締役および役付執行役員（常務執行役員以上）のいずれの地位をも喪失した日の翌日から10日を経過

する日までの間に限り、新株予約権を一括してのみ行使できる旨の変更決議を行っております。 

 ２．社外取締役および監査役については、新株予約権を保有しておりません。 

 

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として当社の使用人等に交付した新株予約権等の状況 

   該当事項はありません。 

 

(3) その他新株予約権等に関する重要な事項 

   該当事項はありません。 
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業務の適正を確保するための体制およびその運用状況の概要 

 

⑴ 業務の適正を確保するための体制 

 当社では、会社法・会社法施行規則に基づく「内部統制システム構築の基本方針」について、取締

役会において次のとおり決議しております。 

 

① 当社および子会社の取締役・使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するた

めの体制 

ア．当社グループにおけるコンプライアンスを一層推進し、その実効性を上げるため、当社は、取

締役会の直結組織として、特定の取締役をコンプライアンス担当役員に選定し、同担当役員が委

員長を務める「コンプライアンス推進委員会」を設置する。 

また、コンプライアンス関連規定を整備し、「ニチハグループ行動指針」等の全員配付および教

育・研修等により当社グループの役員・使用人への徹底を図る。 

イ．コンプライアンス推進委員会は、コンプライアンスへの取組みを当社グループ全体に亘り組織

横断的に統括するとともに、コンプライアンス推進に関する各種施策を立案・実施し、コンプラ

イアンス意識の醸成、教育・啓発に努め、コンプライアンス経営の強化を図る。 

ウ．当社の監査役ならびに代表取締役社長直轄の内部監査室は、協働あるいは単独で内部統制の有

効性の検証を行う。 

エ．法令違反・社内諸規定違反など不正行為等の早期発見と是正を行うために、内部通報制度「ニ

チハグループ・コンプライアンス・ホットライン」を導入して、内部監査室および弁護士事務所

に通報窓口を設置する。コンプライアンス推進委員会は、通報窓口等を通じて内部通報等の報告

を受けたときは、事実関係を調査したうえ、法令違反等が明らかになった場合には、速やかに是

正措置および再発防止措置を講じる。 

オ．当社および子会社は、社会の一員として、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力

および団体とは一切の関係を持たず、毅然とした態度で対応する。 

 

② 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

ア．当社は、法令および社内規定（主として「文書作成規定｣および「文書管理規定」）に基づき、

該当文書等の作成・保存を行う。文書保存年限については、重要文書は原則10年、特に重要なも

のは永久保存とし、文書保存年限表において個別具体的に定める｡ 

イ．情報の管理については、「情報セキュリティポリシー」、「内部情報管理規定」、「個人情報保護規

定」等に基づき厳正に運営する。 

 

③ 当社および子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

ア．当社は、取締役会直結の組織として、代表取締役社長を当社グループ全体に亘るリスクに関す

るリスク管理統括責任者とする「リスク管理委員会」を設置する。 

  リスク管理委員会は、あらかじめ具体的なリスクを想定・分類し、有事の際の迅速かつ適切な

情報伝達と緊急体制を整備することを目的とし、まず最優先課題として、現在の外部環境・内部

環境を踏まえて、当社グループに内在し経営に重要な影響を及ぼす可能性のあるあらゆるリスク

（短期的および長期的リスク）を洗い出し実態の把握を行う。 

 

－4－



イ．リスク管理委員会は、定期的に各事業部門におけるリスクの把握、体制の整備に係る進捗状況

や、個別事案の検証結果をレビューして取締役会に報告し、共通認識として議論したうえで、次

の段階として、最優先課題として認識された重要リスクに対しては、リスク管理委員会のもとに

各種専門部会を設けることによって、リスク未然防止のための対応策、リスクが現実化した場合

の対処方法をより具体的に定めるなど、順次リスク管理体制の構築を進めていく。 

 

④ 当社および子会社の取締役・使用人の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

ア．当社は、定例の取締役会を毎月１回開催し、経営方針、法令で定められた事項やその他経営に

関する重要事項を決定するとともに、業務執行状況を監督する。決議を要する事項については､

「取締役会規程」とは別に詳細を定めて役員・使用人全員に公開している「取締役会決議事項付

議基準」に基づき、ガラス張りで運用する。 

 また、取締役の一部を中心に構成される経営会議を月１回以上開催し、個別経営課題を実務的

な観点から協議する。 

イ．当社の取締役、執行役員および使用人の職務執行に当たっての役割分担および決裁体制につい

ては「職務分掌規定」、「職務権限規定」等で詳細を定める。 

ウ．当社は、執行役員制度を有効に活用し、 

ａ．取締役は、経営の意思決定の迅速化、監督機能の強化など本来果たすべき役割に特化し、経

営機能をより一層充実させる。 

ｂ．業務執行権限を取締役から執行役員に大幅に委譲し、執行責任・報告義務を明確化すること

により、業務執行の効率化を図っていく。 

エ．当社は、子会社の自主性を尊重し、かつ緊密な連携を保ち、「関係会社管理規定」に基づき、経

営上の重要事項については事前に子会社と協議するとともに、管理基準等に従って効率的なグル

ープ経営が行われるよう管理を行う。 

オ．当社は、子会社に取締役・使用人の職務分掌および職務権限に関するルールを整備させるとと

もに、適正かつ効率的に運用されるよう管理を行う。 

 

⑤ その他の当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

ア．当社は､「関係会社管理規定」に基づき経営企画部を中心に行っている子会社のモニタリングを

さらに強化する。具体的には、各子会社の経営上の重要事項に関する当社への報告や承認のルー

ルを定める「関連会社職務権限」の見直しを行う。 

イ．当社の監査役が自らまたは子会社の監査役と協働して連結経営に対応したグループ全体の監

視・監査を実効的かつ適正に行えるように図るとともに、会計監査人および内部監査室との緊密

な連携等の的確な体制を構築する。 

ウ．当社は、定期的に重要事項に関する職務執行状況を子会社に報告させる。また、子会社は、職

務執行に関し重大な法令・定款違反および不正行為の事実、または会社に著しい損害を及ぼすお

それのある事実があることを発見したときは、速やかに当社に報告を行う。 

エ．当社は、「関係会社管理規定」に基づき、株主総会・取締役会に関する事項や業績・決算に関す

る事項を定期的に文書により子会社に報告させる。 

 

⑥ 財務報告の信頼性を確保するための体制 

 当社は、当社グループの財務報告の信頼性を確保するため、代表取締役社長を責任者とする財務

に係わる内部統制システムを構築し、財務報告に重要な虚偽記載が生じることがないよう、内部監

査室が予防および牽制機能の整備・運用状況を調査・検討・評価し、不備があれば是正していく体

制の維持、向上を図る。 
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⑦ 当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関

する事項、当該使用人の取締役からの独立性に関する事項、ならびに監査役の当該使用人に対する

指示の実効性の確保に関する体制 

 当社は、現在のところ監査役の職務を補助すべき使用人は置いていないが、将来必要となり監査

役が求めた場合には、取締役はその意向を尊重するものとし、その場合当該使用人の選解任につい

ては、監査役会と事前に協議のうえ決定するものとする。 

 また、当該使用人を置いた場合には、当社は、監査役の当該使用人に対する指示の実効性を確保

する。 

 

⑧ 当社および子会社の取締役・使用人等が当社の監査役に報告するための体制その他監査役への報

告に関する体制 

ア．当社グループの役員・使用人は、職務執行に関し重大な法令・定款違反および不正行為の事実、

または会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があることを発見したとき、あるいはその旨

の報告を受けたときは、速やかに当社の監査役に対し報告を行う。 

イ．当社の監査役は、決算関係書類、稟議書、各種会議の議事録、その他業務執行に関する重要な

文書を関係部署からの直接送付または回覧等により閲覧し、必要に応じて当社グループの役員・

使用人から直接説明を求めることとする。 

ウ．内部監査室は、当社グループの役員・使用人から報告を受けた場合には、適時適切に当社の監

査役に報告する。 

エ．当社は、監査役および内部監査室に報告を行った当社グループの役員・使用人に対し、当該報

告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を周知徹底する。 

 

⑨ 当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続その他の当該職務の

執行について生ずる費用、債務の処理に係る方針に関する事項 

 当社は、監査役がその職務の執行について当社に対して会社法第388条に基づく費用の前払い等

の請求をしたときは、当該請求に係る費用または債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認

められた場合を除き､速やかに当該費用または債務を処理する。 

 

⑩ その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

ア．当社は、監査役が取締役会への出席はもとより、意思決定の過程や業務執行状況を把握するた

め、重要な会議に出席するとともに、代表取締役や内部監査室とも定期的に打合せ、情報交換を

行うことができるよう体制を整備することとし、取締役会はこれを担保する。 

イ．監査役が、当社の会計監査人である有限責任あずさ監査法人から会計監査内容について説明を

受けるとともに、定期打合せや随時意見交換、情報交換を行うなど緊密な連携を図っていくこと

ができるよう的確な体制を構築する。 

 

⑵ 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要 

 当社は、前記の「内部統制システム構築の基本方針」に基づき、内部統制システムを整備・運用して

おります。当事業年度における概要は、次のとおりです。 

 

① 取締役の職務執行について 

当社は、取締役会を毎月１回開催し、「取締役会決議事項付議基準」に基づき､法令で定められた

事項やその他経営に関する重要事項について決議しました｡また、取締役会は、取締役による職務執

行状況の報告を通じ、取締役の職務執行が適正かつ効率的に実施されているか監督を行いました。 
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② コンプライアンスについて 

当社は、コンプライアンス推進委員会を年２回開催し、コンプライアンス推進に関する各種施策

を策定・実施するとともに、その進捗管理を行いました。また､コンプライアンス推進委員会は、そ

の進捗状況や実施結果などを取締役会に報告しました。 

 

③ リスク管理について 

当社は、リスク管理委員会を年２回開催し、各事業部門および全社的な重要リスクの現状を把握

するとともに、リスク低減を図るべく各種施策を実施しました｡また、リスク管理委員会は、リスク

管理体制の整備状況や重要リスクの対応状況などを取締役会に報告しました。 

 

④ グループ会社の経営管理について 

当社のグループ各社は、「関係会社管理規定」に基づき、定期的に重要事項に関する職務執行状況

を当社に報告しました。また、当社の監査役は、グループ会社の監査役はもとより会計監査人・内

部監査室とも連携し、グループ全体の監視・監査を実施しました。 

 

⑤ 監査役の監査について 

当社の監査役は、毎月１回開催の取締役会やその他の重要会議に出席し、当社および子会社の取

締役・使用人の職務執行状況等を把握するとともに、代表取締役・内部監査室・会計監査人ともそ

れぞれ定期的に打合せを実施して情報交換を行いました。 
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（単位：百万円）

当期首残高

当期変動額

剰余金の配当

親会社株主に帰属する当期純利益

自己株式の取得

自己株式の処分

当期変動額合計

当期末残高

当期首残高

当期変動額

剰余金の配当

親会社株主に帰属する当期純利益

自己株式の取得

自己株式の処分

当期変動額合計

当期末残高

合計

8,136 10,933 76,049 △ 1,300 93,818

（2020年4月1日から2021年3月31日まで）

株主資本

資本 利益 株主資本
資本金 自己株式

剰余金 剰余金

△ 2,105 △ 2,105

8,902 8,902

△ 1 △ 1

1 9 11

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

8,136 10,934 82,846 △ 1,291 100,626

その他の包括利益累計額

－

－ 1 6,797 8 6,807

純資産合計
包括利益

評価差額金 調整勘定 係る調整累計額
累計額合計

その他の
その他有価証券 為替換算 退職給付に 新株予約権 非支配株主持分

△ 2,105

1,502 △ 504 △ 403 594 138 △ 415

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

1,184 △ 1,184 664 665 27

連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

101,6882,687 △ 1,688 260 1,259 165 △ 362

52 745

1,184 △ 1,184 664 665 27 52 7,553

11

8,902

△ 1

94,135

連結計算書類
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（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記）

１． 連結の範囲に関する事項

・連結子会社の数　13社

・連結子会社の名称

ニチハマテックス株式会社 高萩ニチハ株式会社 八代ニチハ株式会社

ニチハ富士テック株式会社 株式会社チューオー ニチハボード加工株式会社

外装テックアメニティ株式会社 ニチハエンジニアリング株式会社 株式会社ＦＰコーポレーション

Ｎｉｃｈｉｈａ ＵＳＡ，Ｉｎｃ． ニチハ装飾建材(嘉興)有限公司 ニチハ装飾繊維セメント壁板（嘉興）有限公司

NICHIHA RUS LLC

２． 持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

３． 連結子会社の事業年度等に関する事項

４． 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

・有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

時価のないもの

総平均法による原価法

・デリバティブ

時価法

・たな卸資産

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

・有形固定資産（リース資産を除く）

定率法

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

ただし、一部の連結子会社及び在外連結子会社は定額法

・無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

また、在外連結子会社は所在地国の会計基準に基づく定額法

・リース資産

定額法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする方法によっております。

・長期前払費用

定額法

なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

(3) 重要な引当金の計上基準

・貸倒引当金

・賞与引当金

従業員への賞与の支払いに備えるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上しております。

・役員賞与引当金

連 結 注 記 表

　連結子会社のうち、Ｎｉｃｈｉｈａ ＵＳＡ，Ｉｎｃ．、ニチハ装飾建材（嘉興）有限公司、ニチハ装飾繊維セ
メント壁板（嘉興）有限公司及びＮＩＣＨＩＨＡ ＲＵＳ ＬＬＣの決算日は12月31日であります。連結計算書類
の作成にあたっては、当該連結子会社の同決算日現在の計算書類を基礎としております。ただし、連結決算日と
の間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
なお、原材料及び貯蔵品については主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法により算定）

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい
ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　役員への賞与の支払いに備えるため、当社及び一部の連結子会社は、当連結会計年度における支給見込額に基づ
き計上しております。

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法により
算定）
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・製品保証引当金

・役員退職慰労引当金

(4) 退職給付に係る会計処理の方法　　

・退職給付見込額の期間帰属方法

・数理計算上の差異の費用処理方法

・小規模企業等における簡便法の採用　　　

(5) 重要な収益及び費用の計上基準

・完成工事高及び完成工事原価の計上基準

(6) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

(7) 重要なヘッジ会計の方法

・ヘッジ会計の方法

・ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。

ヘッジ手段……為替予約及び通貨スワップ

ヘッジ対象……外貨建金銭債権債務

・ヘッジ方針

・ヘッジ有効性評価の方法

(8) その他連結計算書類作成のための重要な事項

・消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

（表示方法の変更に関する注記）

１． 「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更

２． 連結貸借対照表

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当連結会計年度から適用し、連結
注記表に（会計上の見積りに関する注記）を記載しております。

　製品保証費用の支払いに備えるため、当社及び一部の連結子会社は、過去の発生実績率に基づいて計算した額
に、発生した製品保証費用の実情を考慮した保証費発生見積額を加えて計上しております。

　為替変動による外貨建金銭債権債務の損失可能性を減殺する目的で行っております。

前連結会計年度まで流動資産の「受取手形及び売掛金」に含めて表示しておりました「電子記録債権」は、重要性の観点か
ら、当連結会計年度より区分掲記しております。

　役員及び執行役員への退職慰労金の支払いに備えるため、当社及び一部の連結子会社は、内規に基づく期末要支
給額を計上しております。

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付
算定式基準によっております。

　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（主として13年）による定率法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

　一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を
退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事（工期がごく短期間のものを除く）については
工事進行基準を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。な
お、在外子会社の資産、負債は在外子会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場
により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めております。

　主として繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を満たしている
場合には振当処理を採用しております。
　また、連結会社間取引に付されたヘッジ目的のデリバティブについては、連結会社間の債権債務の相殺消去に伴い
時価評価を行った上で、評価差額は当連結会計年度の損益として処理しております。

　ヘッジ手段とヘッジ対象の資産・負債に関する重要な条件が同一であり、かつヘッジ開始時及びその後も継続して、
相場変動又はキャッシュ･フロー変動を完全に相殺するものと想定することができるため、ヘッジの有効性の判定は省略
しております。
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（会計上の見積りに関する注記）

　たな卸資産の収益性の低下に基づく簿価切下げ

・当連結会計年度計上額　

商品及び製品 9,093百万円、仕掛品 2,097百万円

・その他見積りの内容に関する情報に資する情報

　繰延税金資産の回収可能性

・当連結会計年度計上額

繰延税金資産 2,305百万円

・その他見積りの内容に関する情報に資する情報

　製品保証引当金の見積り

・当連結会計年度計上額

製品保証引当金 1,371百万円

・その他見積りの内容に関する情報に資する情報

（会計上の見積りの変更に関する注記）

　（退職給付に係る会計処理の数理計算上の差異の費用処理年数の変更）

（連結貸借対照表に関する注記）

１． 有形固定資産の減価償却累計額 百万円

２． 国庫補助金等の受入による圧縮記帳累計額 百万円

（連結損益計算書に関する注記）

　減損損失

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

場所

　愛知県名古屋市

用途

繊維板製造設備等

種類

機械装置等

金額（百万円）

1,111

　収益性の低下に基づく簿価切下げの方法には、市場価値に基づく時価の見積額まで簿価を切下げる方法、営業循
環過程から外れた滞留について、たな卸資産の回転期間及び経過期間を勘案することにより簿価を切下げる方法があ
ります。なお、たな卸資産の回転期間及び経過期間は、過去の販売実績を基礎とした仮定に基づいて算定しておりま
す。
　当社及び連結子会社は、将来における製品の需要予測に基づいて製品の生産計画を立案し生産しておりますが、製
品の実際の需要及び製品の市場価値が当社グループの見積りより悪化した場合、追加の評価減計上の可能性がありま
す。

　当社及び連結子会社の繰延税金資産は、将来の課税所得等に基づいて計上しております。特に、米国子会社の繰

延税金資産の回収可能性を判断するに際しては、新工場稼働時期、繰越欠損金の法定繰越可能期間等、入手可能な

あらゆる証拠に基づいて、将来の課税所得を慎重に見積り、実現可能性の高い継続的な税務計画を作成検討し、回収

可能性が低いと考えられるものについては評価性引当額を計上しております。

　当社及び連結子会社は、決算日時点で適用されている税制、新工場稼働時期を含む事業計画等の仮定に基づいて

将来の課税所得を見積り、繰延税金資産を計上しておりますが、市場経済の悪化等により予想される利益が減額される

場合、繰延税金資産の全部又は一部について、追加的な評価性引当額の計上が要求される可能性がある一方、将来

の予想される利益の改善や継続した利益が計上される場合には、税金費用の戻し入れを伴う評価性引当額の取崩しが

要求される可能性があります。これらの要因や変化は、評価性引当額の計上又は取崩される期間において、親会社株

主に帰属する当期純利益に影響を及ぼします。

　当社及び一部の連結子会社の製品保証に関する費用には、製品販売時に付与した保証書に基づき、製造上やその

他の不具合に対し、製品の種類や販売地域及びその他の要因ごとに定められた保証期間に応じて無償の補修を行うと

ともに、必要に応じて製造委託部品の一部不具合に対して無償の補修を行っており、決算日現在において将来の費用

発生の可能性が高く、その金額を合理的に見積ることができる場合に、製品保証引当金を計上しております。

　この引当金の金額は、過去の補修実績、過去の売上実績を基礎として、残存保証期間等を踏まえ計算した将来見込

額に、発生した製品保証費用の実情を考慮した保証費発生見積額を加えて計上しております。

　当社及び一部の連結子会社は、製品保証引当金計上のための主要な仮定は合理的であると判断しており、将来発生

が見込まれる製品保証に関連する費用について必要十分な金額を引当計上していると考えておりますが、将来の状況

の変化により見積りと実績が乖離した場合には、製品保証引当金の計上金額に影響を及ぼす可能性があります。

　当社グループは、継続的に収支の把握を行っている管理会計上の区分により、グルーピングを行っております。

　これらの資産グループのうち、当連結会計年度において、回収可能価額を著しく低下させる変化が生じた資産グループに

関し、投資額の回収が見込まれない状況となったため、固定資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失として特別損失に計上いたしました。

　その内訳は、建物及び構築物284百万円、機械装置及び運搬具824百万円、工具、器具及び備品2百万円、その他の無形

固定資産0百万円であります。

　なお、当該資産グループの回収可能価額は、使用価値により測定しておりますが、将来キャッシュ・フローがマイナスのた

め、使用価値をゼロとして評価しております。

122,569

1,015

　退職給付に係る会計処理の数理計算上の差異の費用処理年数について、従来、従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数（主として14年）で費用処理しておりましたが、平均残存勤務期間がこれを下回ったため、当連結会計年度より費用処
理年数を主として13年に変更しております。
　なお、当該変更に伴う損益に与える影響額は軽微であります。
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１． 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

発行済株式

自己株式

増加は、単元未満株式の買取りによるものです。

２． 減少は、ストックオプションの行使によるものです。

２． 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

３． 当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く）の目的となる株式の種類及び数

普通株式　100,000株

（金融商品に関する注記）

１． 金融商品の状況に関する事項

2021年６月24日
定時株主総会

基準日 効力発生日株式の種類

普通株式 45.5

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行等金融機関からの借入
によることとしております。デリバティブは、後述するリスクを回避、抑制するために利用しており、投機的な取引及びレバレッ
ジ効果の高い取引は行わない方針であります。
　営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、販売先のほとんどは信
用度の高い大手建材商社であります。
　投資有価証券は、主に取引上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、定期的に
時価や発行体の財務状況等を把握し、減損懸念の早期把握やリスクの低減を図っております。
　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが６ヵ月以内の支払期日であります。また、その一部には、原料等の
輸入に伴う外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されておりますが、債務残高は僅少であります。
　短期借入金は、主に営業取引に係る資金調達であります。長期借入金は、主に設備投資に係る資金の調達を目的としたも
のであり、償還日は決算日から最長で６年６ヵ月後であります。
　デリバティブ取引は、外貨建ての金銭債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした先物為替予約取
引及び通貨スワップ取引であります。なお、デリバティブ取引については、社内規定に従い、実需の範囲で行うこととしており
ます。

2020年11月６日
取締役会

１株当たり
配当額（円）

配当の原資

2021年３月31日 2021年６月25日

決議予定

- 

基準日

30.0

27.5

利益剰余金

2020年３月31日

2020年９月30日 2020年12月１日普通株式

（注）１．

決議

2020年６月24日
定時株主総会

株式の種類

配当金の総額
（百万円）

1,665

当連結会計年度
増加株式数（千株）

1,006

37,324

普通株式 716 0 5 711

合計 716 0 5 711

（注）

効力発生日

2020年６月25日

合計 37,324 - 

普通株式

１株当たり
配当額（円）

当連結会計年度
減少株式数（千株）

普通株式 37,324 - 

当連結会計年度末
株式数（千株）

- 37,324

当連結会計年度
期首株式数（千株）

配当金の総額
（百万円）

1,098
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２． 金融商品の時価等に関する事項

(1) 現金及び預金

(2) 受取手形及び売掛金

(3) 電子記録債権

(4) 投資有価証券

その他有価証券

資産計

(1) 支払手形及び買掛金

(2) 短期借入金

(3) 長期借入金（１年内返済予定を含む）

負債計

デリバティブ取引（＊）

① ヘッジ会計が適用されていないもの

② ヘッジ会計が適用されているもの

デリバティブ取引計

（＊）

（注） １． 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金、(3)電子記録債権

(4) 投資有価証券

(1) 支払手形及び買掛金、(2) 短期借入金

(3) 長期借入金（１年内返済予定を含む）

２． 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

非上場株式 86

（１株当たり情報に関する注記）

１． １株当たり純資産額 円 79 銭

２． １株当たり当期純利益 円 15 銭

（その他の注記）

　　記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。　

-

-

0

　2021年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を
把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。（（注）２．参照）

23,651

1,669 1,669 -

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま
す。

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま
す。

-

6,234

71,245

　これらの時価について、市場価格のあるものは市場価格によっており、市場価格のないものは対象金融資産から発生
する将来キャッシュ・フローを割り引くことにより算定しております。

0

-

△ 267

110

15,475

30,062

△ 267

-

-

-

30,063

△ 267

負 債

デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については、
（　）で示しております。

　取引金融機関から提示された価格を時価としております。

区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

デリバティブ取引

資 産

　これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する
方法によっております。

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「資産　(4) 投資有価証券
その他有価証券」には含めておりません。

2,782

243

連結貸借対照表
計上額（百万円）

時価（百万円）

△ 267

差額（百万円）

0

0

-

-

39,688

23,651

6,234

71,245

14,477

110

15,476

14,477

39,688
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（単位：百万円）

当期首残高

当期変動額

剰余金の配当

当期純利益

自己株式の取得

自己株式の処分

当期変動額合計

当期末残高

当期首残高

当期変動額

剰余金の配当

当期純利益

自己株式の取得

自己株式の処分

当期変動額合計

当期末残高

その他資本 利益 自己株式
別途 繰越利益 合計

株主資本等変動計算書

株主資本

資本剰余金 利益剰余金

その他利益剰余金 株主資本
資本金 資本

準備金 剰余金 準備金
積立金 剰余金

（2020年４月１日から2021年３月31日まで）

8,136 11,122 8 768 16,160 25,373 △ 1,300 60,270

△ 2,105 △ 2,105

10,414

△ 1 △ 1

10,414

9 11

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

1

-                 -                 1 -                 -                 8,309 8 8,320

68,59016,160 33,683

1,444 1,444 138 61,852

△ 1,291

評価・換算差額等

その他
評価・換算 新株予約権 純資産合計

有価証券
差額等合計

評価差額金

8,136 11,122 9 768

△ 1

11

△ 2,105

10,414

2,583 2,583 165 71,339

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

1,139 1,139 27 1,166

1,139 1,139 27 9,486

計算書類
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（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１． 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

・子会社株式及び関連会社株式

総平均法による原価法

・その他有価証券

時価のあるもの

時価のないもの

総平均法による原価法

(2) デリバティブ

時価法

(3) 商品及び製品、仕掛品

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(4) 原材料及び貯蔵品

主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

２． 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

(3) リース資産

定額法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする方法によっております。

(4) 長期前払費用

定額法

なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

３． 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

(2) 賞与引当金

　従業員への賞与の支払いに備えるため、将来の支給見込額のうち当期の負担額を計上しております。

(3) 役員賞与引当金

　役員への賞与の支払いに備えるため、当事業年度における支給見込額に基づき計上しております。

(4) 製品保証引当金

(5) 退職給付引当金

(6) 役員退職慰労引当金

　執行役員への退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

個 別 注 記 表

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均
法により算定）

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　製品保証費用の支払いに備えるため、過去の発生実績率に基づいて計算した額に、発生した製品保証費用の実
情を考慮した保証費発生見積額を加えて計上しております。

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上して
おります。
　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（13年）による定率法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。
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４． ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。

ヘッジ手段……為替予約及び通貨スワップ

ヘッジ対象……外貨建金銭債権債務

(3) ヘッジ方針

　為替変動による外貨建金銭債権債務の損失可能性を減殺する目的で行っております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

５． その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

（表示方法の変更に関する注記）

　（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更）

（会計上の見積りに関する注記）

　たな卸資産の収益性の低下に基づく簿価切下げ

・当事業年度計上額

商品及び製品 7,063百万円、仕掛品 759百万円

・その他見積りの内容に関する情報に資する情報

連結注記表に注記している内容と同一であるため、記載を省略しております。

　製品保証引当金の見積り

・当事業年度計上額

製品保証引当金　1,368百万円

・その他見積りの内容に関する情報に資する情報

連結注記表に注記している内容と同一であるため、記載を省略しております。

（会計上の見積りの変更に関する注記）

　（退職給付に係る会計処理の数理計算上の差異の費用処理年数の変更）

　ヘッジ手段とヘッジ対象の資産・負債に関する重要な条件が同一であり、かつヘッジ開始時及びその後も継続し
て、相場変動又はキャッシュ・フロー変動を完全に相殺するものと想定することができるため、ヘッジの有効性の判定
は省略しております。

　主として繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を満たしてい
る場合には振当処理を採用しております。

　退職給付に係る会計処理の数理計算上の差異の費用処理年数について、従来、従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数（14年）で費用処理しておりましたが、平均残存勤務期間がこれを下回ったため、当事業年度より費
用処理年数を13年に変更しております。
　なお、当該変更に伴う損益に与える影響額は軽微であります。

　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当事業年度から適用し、個
別注記表に（会計上の見積りに関する注記）を記載しております。
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（貸借対照表に関する注記）

１． 関係会社に対する金銭債権債務

(1) 短期金銭債権 百万円

(2) 長期金銭債権 百万円

(3) 短期金銭債務 百万円

(4) 長期金銭債務 百万円

２． 有形固定資産の減価償却累計額 百万円

３． 国庫補助金等の受入による圧縮記帳累計額 百万円

４． 保証債務

子会社の金融機関借入金等に対する保証債務 百万円

（損益計算書に関する注記）

　　関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高 百万円

仕入高 百万円

営業取引以外の取引高 百万円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

　　自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）

増加は、単元未満株式の買取りによるものです。

２． 減少は、ストックオプションの行使によるものです。

（税効果会計に関する注記）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

製品保証引当金 百万円

たな卸資産評価差額

賞与引当金

退職給付引当金

減価償却費

関係会社株式評価損

関係会社貸倒引当金

その他

繰延税金資産小計

評価性引当額

繰延税金資産合計

（繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金

繰延税金負債合計

繰延税金資産の純額

263

573

7,078

△ 5,557

418

242

258

204

372

4,744

株式の種類
当期首株式数

（千株）
当期増加株式数

（千株）
当期減少株式数

（千株）
当期末株式数

（千株）

△ 1,096

716 0 5 711普通株式

△ 1,096

423

（注）１．

1,520

26,322

5,833

6,874

8,800

47

78,841

483

110

7,575

4,542
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（関連当事者との取引に関する注記）

子会社等

取引条件ないし取引条件の決定方針等

取引金額には、消費税等を含んでおりません。

２． 製品の購入については、市場価格及び総原価を勘案して価格交渉のうえ、価格を決定しております。

３． 製品の販売については、市場価格及び販売経費等を勘案して価格交渉のうえ、価格を決定しております。

４． 資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

（１株当たり情報に関する注記）

１． １株当たり純資産額 円 96 銭

２． １株当たり当期純利益 円 47 銭

（その他の注記）

　　記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。　

長期貸付金 164

（注）１．

1,943

284

資金の貸付 - 短期貸付金 1,273

（内当社
従業員
3名）

（注４）

資金の貸付

資金の回収 49

子会社 (株)ＦＰコーポ
レーション

直接 100.00 兼任 3名

買掛金 3,104

（内当社
従業員
2名）

（注２）

同社製品の
購入

製品の購入 7,419子会社 (株)チュー
オー

直接 100.00 兼任 3名

（注３）

資金の貸付 3,518 972

（注４）

- 長期貸付金 2,440資金の貸付

製品の販売 3,136 売掛金 2,830

（注４）

資金の回収 50

長期貸付金 4,226

短期貸付金

ニチハマテッ
クス(株)

ニチハ富士
テック(株)

（内当社
従業員
3名）

子会社 直接 64.98

直接 100.00子会社

子会社

（内当社
従業員
1名）

兼任 4名

高萩ニチハ
(株)

子会社 Nichiha USA,
Inc.

直接 99.42 兼任 5名 当社製品の
販売並びに
資金の貸付

（内当社
従業員
2名）

資金の貸付

1,494

関係内容

役員の

兼任等

（内当社
従業員
2名）

（注２）

製品の購入 2,980兼任 3名 同社製品の
購入並びに
資金の借入

（注２）

資金の返済 2,700

買掛金

3,110

科目
期末残高

（百万円）

兼任 4名 製品の購入 6,550

種類 事実上

の関係

会社等の名称

同社製品の
購入

取引の内容
取引金額

（百万円）

議決権等の

所有割合（％）

直接 100.00 買掛金

－18－


